交野市　条例適用申請に対する処分個票
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担当部署:　都市計画部 都市まちづくり課　
	処分の概要
	許可区域内における広告物の表示等の許可

	例規名
根拠条項
	大阪府屋外広告物条例　第3条第1項

	例規番号
	昭和24年大阪府条例第79号

	【根拠条文】
(許可区域)
第3条　次に掲げる地域又は場所(次条第1項各号に掲げる地域又は場所を除く。以下「許可区域」という。)に、広告物を表示し、又は掲出物件を設置しようとするとき(次条第2項の規定により表示し、又は設置してはならない場合を除く。)は、知事の許可を受けなければならない。
(1)　都市計画法(昭和43年法律第100号)第2章の規定により定められた第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域若しくは風致地区、景観法(平成16年法律第110号)第61条第1項の規定による景観地区、都市緑地法(昭和48年法律第72号)第12条の規定による特別緑地保全地区又は文化財保護法(昭和25年法律第214号)第143条第1項の規定により定められた伝統的建造物群保存地区(以下「第二種低層住居専用地域等」という。)
(2)　文化財保護法第109条第1項若しくは第110条第1項の規定により指定され若しくは仮指定された史跡、名勝若しくは天然記念物の周辺の地域で、知事が指定するもの又は同法第143条第2項に規定する条例の規定により市町村が定めた伝統的建造物群保存地区
(3)　大阪府文化財保護条例(昭和44年大阪府条例第5号)第46条第1項の規定により指定された大阪府指定史跡、大阪府指定名勝又は大阪府指定天然記念物の周辺の地域で、知事が指定するもの
(4)　森林法(昭和26年法律第249号)第25条第1項第11号の規定により指定された保安林の区域
(5)　自然環境保全法(昭和47年法律第85号)第22条第1項の規定により指定された自然環境保全地域
(6)　大阪府自然環境保全条例(昭和48年大阪府条例第2号)第11条第1項又は第16条第1項の規定により指定された大阪府自然環境保全地域又は大阪府緑地環境保全地域
(7)　景観法第8条第1項の規定により景観行政団体(同法第7条第1項に規定する景観行政団体をいう。以下同じ。)が定めた景観計画(以下「景観計画」という。)の区域(府が定めた景観計画の区域にあっては、これに隣接する区域を含む。)で、知事が指定するもの
(8)　道路、鉄道、軌道、索道又はこれらに接続する地域で、知事が指定するもの
(9)　公園、緑地、広場、運動場、動物園、植物園、遊園地、競馬場、競輪場、船着場、火葬場又は葬祭場の敷地内
(10)　河川、湖沼、海浜又はこれらの付近の地域で、知事が指定するもの
(11)　社寺又は教会の境域内
(12)　公衆便所の外壁
2　知事は前項の許可に必要な条件を付することができる。

【基準】
第13条の規定による。
(許可の基準)
第13条　第3条、前条並びに第15条第1項及び第2項の規定による許可の基準は、規則で定める。

(※)大阪府屋外広告物条例施行規則
(許可の基準)
第四条　条例第十三条の規則で定める基準は、別表第一のとおりとする。

別表第一(第四条関係)
	項
	区分
	基準

	一
	建造物の屋上に掲出する広告物又は掲出物件(三の項に規定する広告物又は掲出物件を除く。)
	大きさ
縦　建造物の高さの三分の二以内の長さであること。
横　建造物の幅の範囲内の長さであること。

	二
	建造物の壁面に掲出する広告物又は掲出物件(三の項に規定する広告物又は掲出物件を除く。)
	大きさ
縦　建造物の高さの範囲内の長さであること。
横　建造物の幅の範囲内の長さであること。

	三
	条例第五条第一項各号に掲げる広告物又は掲出物件
	第八条第一項又は第二項に規定する表示の方法によること。





	標準処理期間
	30日

	備考
	

	


	設定年月日
	平成25年6月25日
	最終変更年月日
	令和5年4月30日
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